
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

人口

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

糸島市循環型社会形成推進地域計画

地域の要件がその他の場合
は具体的に記載

構成市町村等（作成者）名

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※ 5年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

令和７年１１月１４日

糸島市

215.69

104,021

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

開始年月日

終了年月日

令和8年4月1日

令和13年3月31日
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定
の場合

令和８年度以降に計画している実証試験（プラスチック資源の分別収
集等）の結果を踏まえ決定する。

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

本市は、プラスチック資源の処理に必要な選別・圧縮設備等を有していない
ため、選別・圧縮等の業務を民間業者へ委託する方向で、民間業者と協議を
実施しているが、この協議が整わなかった場合は、新たに設備を整備する必
要がある。

実施済
の場合

福岡県では、広域化・集約化を計画的に進め、循環型社会の実現を図るため、市町村
の意見等を踏まえながら、令和４年４月に「福岡県ごみ処理の広域化及びごみ処理施
設の集約化計画」を策定し、その中で本市は、福岡エリアとして位置づけられてい
る。
本市は、隣接している福岡市と広域化の協議を実施したが、廃棄物処理における役割
分担やごみ収集における分別区分・時間帯など、多くの課題があり、双方にメリット
がないことから、本市単独で施設整備するものである。

福岡県ごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化計画

○

糸島市

令和８年度以降に計画している実証試験の結果を踏まえ決定する。

⑤その他（詳細は下記）
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた
検討状況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称） 糸島市災害廃棄物処理計画

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和６年度 令和13年度 現状比

104,021 105,967 1.9%

6,302 6,226 -1.2%

24,815 24,900 0.3%

634 623 -1.7%

　その他排出量（トン） 808 693 -14.2%

　⑤総排出量（トン） 31,925 31,819 -0.3%

841 820 -2.5%

　再生利用量 7,618 7,506 -1.5%

24% 24%

　最終処分量 0 0 0

0% 0%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 10,523 10,530

　年間の熱利用量（GJ） 18,719 18,721

特記事項

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋その他排出量の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：中間処理後再生利用量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量
〔単位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：
ｇ/人日〕

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり
目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）
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予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

③令和６年度から令和13年度にかけて人口増加を予測しているため。
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和６年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

31,925 t

リサイクル率

23.9%

処理残さ量

6,810 t

排出量 計画処理 21.9%

31,117 t

100.0% 減量化量

24,307 t

自家処理量 78.1% 最終処分量

0 t

0.0%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和13年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

31,819 t

リサイクル率

23.6%

処理残さ量

6,813 t

排出量 計画処理 21.9%

31,126 t

100.0% 減量化量

24,313 t

自家処理量 78.1% 最終処分量

0 t 0 t

0.0%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

7,506 t

0 t

0.0%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

6,813 t0 t

0 t

808 t 7,618 t

31,117 t
31,117 t 0 t

693 t

0 t

直接資源化量

31,126 t
0 t

21.9%

0.0%

0.0%

100.0%

31,126 t

0 t

0.0%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

6,810 t

21.9%

100.0%

0.0%

0.0%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

収集における分別区分としては、可燃ごみ、資源ごみ及び不燃ごみの３種類であり、生活系
と同じように処理を実施している。
また、直接搬入ごみとして搬入される粗大ごみについても生活系ごみと同じように処理を実
施している。
今後も現行の処理体制を継続すると共に、事業者に対してごみの発生・排出抑制及び資源化
に関する指導などを継続して実施する。

上記（１）の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表３のとおり必要な施設整
備、表４のとおり計画支援事業等を行う。また、参考として現有施設の一覧を表５で示す。

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

分別区分及び処理方法については、表２のとおりである。分別区分及び処理体制の見直し
は、施設整備に合わせて実施するため、本計画の目標年度（令和13年度）では、体制の変更
は予定していない。
収集等における分別区分としては、可燃ごみ、資源ごみ（缶類・ビン類・ペットボトル）、
不燃ごみ及び粗大ごみの４種類である。この資源ごみ、不燃ごみ及び粗大ごみから資源化物
を回収し、残った残渣については、可燃ごみと併せて溶融処理を実施している。
また、溶融処理にて発生するスラグ及びメタルについても資源化を図ると共に、発電設備に
よるエネルギー回収も実施している。
今後も現行の処理体制を継続すると共に、一般廃棄物処理基本計画を基に、ごみの発生抑
制・分別の徹底を推進する。

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

現状は、公共活動等によって生ずる産業廃棄物を溶融処理しており、今後も継続して処理を
実施する。

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 
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表２　糸島市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

可燃ごみ 溶融 溶融処理施設 可燃ごみ 溶融 発電

粗大ごみ
破砕・溶融
リサイクル

溶融処理施設
売却

粗大ごみ リサイクル
破砕・溶融
売却

資源ごみ(缶・
ビン・ペット
ボトル)

リサイクル
溶融(残渣)

売却・委託
溶融処理施設

資源ごみ(缶・
ビン・ペット
ボトル)

リサイクル
委託・売却
溶融(残渣)

不燃ごみ
リサイクル
溶融(残渣)

売却
溶融処理施設

不燃ごみ リサイクル
売却
溶融(残渣)

牛乳パック リサイクル 売却 牛乳パック リサイクル 売却

白色トレイ リサイクル 委託 白色トレイ リサイクル 委託

集団回収
(古紙、ビ
ン、缶、布)

リサイクル 売却
集団回収
(古紙、ビ
ン、缶、布)

リサイクル 売却

現　　　状（令和６年度） 今　　　後（令和13年度）

糸島市
分別区分 処理方法

処理施設等

溶融処理施設
売却

(溶融生成物)
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表３－Ｃ　エネルギー回収等のための整備事業

事業番号 1

施設名称 新ごみ処理施設

事業主体 糸島市

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

現施設は平成26年度～平
成28年度に延命化工事を
実施しているが、設備の
老朽化が進行しているた
め、新施設整備を行う必
要がある。

施設種別
ごみ焼却施設（エネ
ルギー回収あり）

型式及び処理方式 未定

処理能力（単位） 未定

事業期間 R12～R16

竣工（事業完了）予定年月 R17.3

設置予定地
※検討中の場合は「未定」

糸島市志摩西貝塚

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0m

浸水対策 浸水地域に該当せず

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

プラ要件化の経過措置 －

エネルギー回収率
※発電・熱回収がある

場合
未定

余熱利用の計画 未定

外部供給における利活
用の概要

未定

CO2削減率
※改良事業の場合

－

燃料の利用計画
※ごみ燃料化施設を整

備する場合
－

バイオガス熱利用率
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

バイオガスの利用計画
※バイオガス化施設を

整備する場合
－
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事業番号 1

施設名称 新ごみ処理施設

計画１人１日平均排出
量（g）

計画収集人口（人）

計画直接搬入量
（t/日）

計画年間日平均処理量
（t/日）

t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

通知に基づく施設規模
（計画１人１日平均排出量×計画収集人口

＋計画直接搬入量）÷実稼働率

t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

災害廃棄物処理計画へ
の受入の記載有無

災害廃棄物処理量
（見込み％）

災害廃棄物処理量を見込
んだ通知に基づく施設規

模
t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

適切な施設規模よりも大
きいまたは小さい施設規

模で整備する場合

要綱第５の２による交付
をうける予定の場合は、
施設減少数と構成市町村

増加数の合計
（下記にその詳細を記

載）

本施設整備にあたり
廃止する施設
(対象市町村)

糸島市クリーンセン
ターごみ処理施設

（糸島市）

広域化・集約化後
の構成市町村数
（対象市町村）

備考

R8～R9に策定予定の施設
整備基本計画にて処理規
模の算出を実施。
処理規模の算定後、地域
計画の改定を行い、本項
目を記載予定。

エネルギー回収のありなしに関わらず、焼却施設を環境省所管の交付金等を活用し、整備する場合は下記を記載
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ① ② ③ ④ ⑤

関連する本体事業の番
号

1 1 1 1 1

事業名
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 糸島市 糸島市 糸島市 糸島市 糸島市

事業目的
エネルギー回収型廃
棄物処理施設整備工

事のため

エネルギー回収型廃
棄物処理施設整備工

事のため

エネルギー回収型廃
棄物処理施設整備工

事のため

エネルギー回収型廃
棄物処理施設整備工

事のため

エネルギー回収型廃
棄物処理施設整備工

事のため

事業概要 測量調査,地質調査
施設整備基本計画作

成
生活環境影響評価 PFI可能性調査 発注仕様書等作成

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○ ○ ○ ○

プラ要件の経過措置 － － － － －

プラ施設整備事業 － － － － －

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 焼却施設 資源ごみ処理施設 し尿処理施設 最終処分場 最終処分場

施設名
糸島市クリーンセン
ターごみ処理施設

糸島市クリーンセンター
リサイクルプラザ

糸島市し尿処理セ
ンター

糸島市クリーンセン
ター埋立処分地施設

糸島清掃センター
最終処分場

施設所有主体 糸島市 糸島市 糸島市 糸島市 糸島市

型式及び処理方式 ガス化溶融方式 選別
高負荷脱窒素処理
方式＋下水道放流

準好気性埋立構造 準好気性埋立構造

処理能力（単位） 200t/日 35t/5H 96kL/日 25,600㎥ 64,600㎥

エネルギー回収の有無 有 － － － －

竣工年月 H12.3 H12.3 H7.3 H12.4 S58.3

廃止又は休止（予定）年月 R17.3 未定 未定 未定
H11年度
埋立終了

施設所在地
糸島市志摩西貝塚

122番地
糸島市志摩西貝塚122

番地
糸島市前原1828

番地１
糸島市志摩西貝塚

122番地
糸島市志摩馬場846

番地２

想定される浸水深 浸水深0m 浸水深0m 浸水深0m 浸水深0m 浸水深0m

浸水対策

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

関連性・連続性の
解体

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月

R17.4

完了（予定）年月
R19.3

解体に関連する新設事業番号
※表３の事業番号

1

備考
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４　循環型社会形成推進のための現状と目標（生活排水の処理）

（１）生活排水の処理に関する現状と目標（全域）

現状　: 令和6年度 目標　: 令和13年度

人口 構成比 人口 構成比

69,992 67.3% 77,078 72.7%

3,843 3.7% 926 0.9%

20,319 19.5% 21,601 20.4%

94,154 90.5% 99,605 94.0%

450 0.4% 394 0.4%

9,380 9.0% 5,968 5.6%

9,830 9.5% 6,362 6.0%

103,984 100.0% 105,967 100.0%

13,584 8,564

16,670 17,641

30,254 26,205

※令和6年度については年度末人口

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

生活排水の処理については、表６に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくものとす
る。

表６　生活排水処理に関する現状と目標

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽（人）

合計（キロリットル）
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（１）処理体制

（２）合併処理浄化槽の整備

５　目標達成に向けた施策（生活排水の処理）

　　ア 生活排水処理の現状と今後

生活排水の処理については、整備済みの下水道及び集落排水処理施設区域について
は、接続率の向上に努め、下水道や集落排水処理施設が整備されていない人口散在地
域等で合併処理浄化槽の整備を進めます。また、現在実施している合併処理浄化槽の
設置補助を継続して実施します。

合併処理浄化槽の整備については、表7のとおり行う。
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表７　浄化槽事業等のための整備事業※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付

事業番号 2

事業主体 糸島市

事業名称
浄化槽設置整備事

業

現有設備の内容

直近の整備済み基数
（基）

（令和６年度）
5,975基

処理人口（人） 20,319人

整備計画

整備計画基数（基） 540基

整備計画人口（人） 2,700人

事業期間 R8～R12

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

糸島市国土強靭化
地域計画

備考
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

　　オ　事業系ごみに関する施策内容

市内の事業者がごみの減量・資源化に取り組めるよう、先進的な取り組みが情報とし
て他の事業者へ伝わるように事業者間で情報交換できるネットワークの構築に努める
とともに、事業者においては、独自ルートでの資源化の推進ＥＰＲ（拡大生産者責
任）などの取り組みへの協力要請を実施し、ごみの減量を図っていきます。
また、スーパー等で実施されている食品トレイ、牛乳パック、古紙等の店頭回収を推
進・拡大するように要請していきます。

６　関連するその他の施策

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

市民の意識向上を図る取組として、出前講座やイベントにおける啓発活動の実施、
小・中学生を対象に、クリーンセンター見学などを通して環境教育に積極的に取り組
み、環境にやさしい行動のできる人の育成に努めます。
並びに、店頭回収を行っている店舗、資源回収活動の状況及びごみ堆肥化容器等の利
用方法などについての情報を積極的に広報し、ごみ減量と資源化に対する市民の意識
向上を図ります。
また、ごみとして捨てる前に譲渡による再利用を検討してもらうため、民間のリユー
スプラットフォームを通じたリユース活動を推進します。

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

可燃ごみとして処理されているプラスチック資源については、今後、実証試験などを
通じて、分別区分の見直しを行い資源化に努めます。

収集ごみに関しては、生活系ごみ及び事業系ごみの指定ごみ袋や粗大ごみシール制を
平成５年度より順次実施し、平成11年度には有料化している。
また、平成18年度にはクリーンセンターへの直接持ち込みごみを全て有料化してい
る。
今後は、料金の見直しなどの課題事項は、周辺市町村の状況を考慮しながら検討して
いく。

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

火災事故等を未然に防止するため、リチウム蓄電池の適正な排出方法等について、周
知啓発を積極的に実施します。
また、販売店での回収のほか、市役所窓口や糸島市クリーンセンターでも回収を行っ
ており、今後も引き続き適正処理に向けた調査・検討を実施します。
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令和3年3月に策定した糸島市災害廃棄物処理計画に基づく取り組みを推進していくと
ともに、訓練等を通じて円滑・迅速な処理が実現できる実効性の高い体制を構築して
いきます。
なお、今後エネルギー回収施設の整備を行う際には、災害に強い廃棄物処理システム
の構築をめざします。災害発生時にも自己発電電力により運転を継続し、万が一緊急
停止した場合においても、電力供給が途絶えた状況から速やかに運転可能な機能を持
たせ、地域の防災活動を支援できる施設として整備を進めていきます。災害時には周
辺市町村と連携し、災害発生時には相互に災害廃棄物の受入処理ができる体制の構築
を目指します。

　　キ　生活排水対策

生活排水の処理については、引き続き、下水道や集落排水施設が整備されていない人
口散在地域等で合併浄化槽の整備を進めていきます。

　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて福岡県及び国
と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行います。

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やか
に計画の事後評価、目標達成状況の評価を行います。また、評価の結果を公表すると
ともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとします。なお、計画の進捗状況
や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直します。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 糸島市 未定 t/日 R12 R12 0 全体事業期間：R12～R16

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 238,871 0 238,871 105,243 82,181 33,911 17,536 0

① 糸島市 R8 R8 41,107 41,107 41,107

② 糸島市 R8 R9 36,685 36,685 15,190 21,495

③ 糸島市 R8 R10 113,520 113,520 48,946 53,662 10,912

④ 糸島市 R9 R9 7,024 7,024 7,024

⑤ 糸島市 R10 R11 40,535 40,535 22,999 17,536

糸島市クリーンセンター

廃棄物運搬中継のための整備事業

有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事
業

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

事業番号１のための計画支援

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

エネルギー回収等のための整備事業

分散型資源回収のための整備事業

し尿処理施設の改良事業等

事業番号１のための計画支援

事業番号１のための計画支援

事業番号１のための計画支援

適正な最終処分のための整備事業

計画支援事業等

事業番号１のための計画支援
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

295,330 295,330 59,066 59,066 59,066 59,066 59,066

2 糸島市 R8 R12 295,330 295,330 59,066 59,066 59,066 59,066 59,066

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

540 基 295,330 295,330 59,066 59,066 59,066 59,066 59,066

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 0 0 0 0 0 0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 0 0 0 0 0 0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 534,201 0 534,201 164,309 141,247 92,977 76,602 59,066

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

合     　　計

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

内
訳

内
訳
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目標

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

①総人口（人） 103,020 103,508 103,817 104,021 104,368 104,468 104,968 105,140 105,312 106,000 105,967

②事業系ごみ排出量
（トン）

6,231 6,330 6,325 6,302 6,261 6,226 6,260 6,255 6,224 6,214 6,226

③生活系ごみ排出量
（トン）

26,609 26,042 25,297 24,815 24,825 24,812 24,910 24,808 24,808 24,920 24,900

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

689 670 647 634 633 632 629 627 626 625 623

その他排出量
（トン）

902 936 888 808 768 693 693 693 693 693 693

⑤総排出量
（トン）

33,742 33,308 32,510 31,925 31,854 31,731 31,863 31,756 31,725 31,827 31,819

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

897 882 856 841 836 832 829 827 825 823 820

⑦総資源化量
（トン）

7,948 7,768 7,465 7,618 7,577 7,482 7,520 7,493 7,489 7,511 7,506

⑧埋立最終処分量
（トン）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

710 734 717 728 728 728 734 733 734 739 741

年間日数
（日）

365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366

指標・単位

過去の状況・現状 予測

一般廃棄物の処理の実績と予測
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902 936 888 808 768 693 693 693 693 693 693 

26,609 26,042 25,297 24,815 24,825 24,812 24,910 24,808 24,808 24,920 24,900 

6,231 6,330 6,325 6,302 6,261 6,226 6,260 6,255 6,224 6,214 6,226 

33,742 33,308 32,510 31,925 31,854 31,731 31,863 31,756 31,725 31,827 31,819 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

7,948 7,768 
7,465 7,618 7,577 7,482 7,520 7,493 7,489 7,511 7,506 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）
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103,020 

103,508 
103,817 

104,021 

104,368 104,468 

104,968 
105,140 

105,312 

106,000 105,967 

101,500

102,000

102,500

103,000

103,500

104,000

104,500

105,000

105,500

106,000

106,500

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

689 670 647 634 633 632 629 627 626 625 623 

897 882 
856 841 836 832 829 827 825 823 820 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）

23



目標

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

総人口（人） 102,936 103,562 103,655 103,984 104,368 104,468 104,968 105,140 105,312 106,000 105,967

68,256 68,870 69,328 69,992 70,607 71,262 71,917 74,082 74,647 76,533 77,078

66.3% 66.5% 66.9% 67.3% 67.7% 68.2% 68.5% 70.5% 70.9% 72.2% 72.7%

3,979 3,923 3,890 3,843 3,819 3,796 3,772 2,237 2,302 943 926

3.9% 3.8% 3.8% 3.7% 3.7% 3.6% 3.6% 2.1% 2.2% 0.9% 0.9%

19,425 20,300 20,270 20,319 20,549 20,720 20,894 21,068 21,244 21,422 21,601

18.9% 19.6% 19.6% 19.5% 19.7% 19.8% 19.9% 20.0% 20.2% 20.2% 20.4%

未処理人口（人） 11,276 10,469 10,167 9,830 9,393 8,690 8,385 7,753 7,119 7,102 6,362

集落排水施設等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合併処理浄化槽等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生未処理人口

公共下水道（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

生活排水の処理の実績と予測

　指標・単位

過去の状況・現状 予測

11,276 10,469 10,167 9,830 9,393 8,690 8,385 7,753 7,119 7,102 6,362

19,425 20,300 20,270 20,319 20,549 20,720 20,894 21,068 21,244 21,422 21,601

3,979 3,923 3,890 3,843 3,819 3,796 3,772 2,237 2,302 943 926

68,256 68,870 69,328 69,992 70,607 71,262 71,917 74,082 74,647 76,533 77,078

102,936 103,562 103,655 103,984 104,368 104,468 104,968 105,140 105,312 106,000 105,967

0
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100,000
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 生活排水処理人口の推移

公共下水道（人）

集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

未処理人口（人）
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【添付資料】対象区域図
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【添付資料】地域内の施設の現況（位置図）（浄化槽整備区域図を含む）

糸島市し尿処理センター

糸島市クリーンセンター
【ごみ処理施設・リサイクルプラザ・埋立処分地施設】
（新施設予定地含む）

糸島清掃センター
最終処分場
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【添付資料】糸島市国土強靱化地域計画（令和5年7月）の抜粋
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